




第二版　序

　我が国においては、リース取引は、企業に設備と資金の両面で貢献す

るビジネスツールとして、広く利用されてきました。

　これは、設備の取得、その資金の手当て、設備の維持管理という企業

の業務に不可欠な行為を一体として行うことができる統合ビジネスとし

てのリース取引の優れた特性に拠るところが大きいものと考えられま

す。

　本書は、このリース取引に係る税制に関して、深度のある解説を行う

ことを主たる目的とするものです。他の類書と比較してもらうと分かる

とおり、本書は、この分野における最も高い水準の解説書となっている

と考えています。

　初版の「はじめに」においても述べましたが、本書は、特に、①法令

の規定に即した解釈を行う、②リース取引の特性を十分に踏まえてある

べき税制を追求する、③リース取引の法的性質と経済的実態を的確に把

握して法令の解釈やあるべき税制の検討を行う、④まず賃貸人の取扱い

を解説してその後に賃借人の取扱いを解説して検討する、ということに

留意して起稿しています。

　また、本書は、リース税制の基本的な考え方がどのようなものかとい

うことについても詳しく論じており、加えて、あるべきリース税制の考

え方と仕組みに関しても、深く検討を行っています。このような論究は、

類書にはない特徴となっているものであり、本書がいわゆるハウツー本

を超えた解説書となっていることを確認して頂けるものと考えます。

　そして、第二版においては、初めてリース税制に触れる読者の方々に

も気軽に本書を手に取って頂けるように、新たに著者による座談会の記



録を掲載するとともに、Q ＆ A を大幅に充実させています。

　これにより、本書は、初心者から精通者まで幅広く利用して頂ける書

となったものと考えています。

　このような本書が、リース取引の税務に携わる賃貸人、賃借人、税理

士、国税職員、研究者等の皆様方の日々の実務や研究等にわずかなりと

もお役に立つようであれば、幸いです。

　最後になりましたが、本書の出版に協力して頂いた法令出版の皆様方

に厚く御礼を申し上げる次第です。

平成 24 年 10 月

日本税制研究所　代表理事　
税理士　朝長 英樹　
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